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（収入支出予算の総額） 
第１条  平成２９事業年度の収入支出予算の総額は、次のとおりとする。 

（単位：千円） 
区分 収入予算総額 支出予算総額 

委託者保護資金勘定  ６５６，５１８ ６５６，５１８ 
保全対象財産勘定 ８００，１３４ ８００，１３４ 

委託者債務代位弁済勘定 ５３９，７２４ ５３９，７２４ 
一般勘定 ４４９，７７５ ４４９，７７５ 
合 計 ２，４４６，１５１ ２，４４６，１５１ 

 
２ 委託者保護資金勘定、保全対象財産勘定及び委託者債務代位弁済勘定については、

業務遂行上必要な範囲内において、前項に掲げる支出予算総額を超えて支出すること

ができる。 
 
（借入金の限度額） 
第２条 基金が平成２９事業年度において返済期限が１年以内のものとして借り入れ

することができる借入金の限度額は、５億円とする。 
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１．委託者保護資金勘定 （単位：千円）

科　　　　　　　目 29年度予算額 前年度予算額 増   減

Ⅰ　収入の部

１．負担金収入(a) 0 0 0 　 　

　　　新規会員負担金受入 0 0 0 　 　

　　　一般負担金受入 0 0 0

２．受取利息(c） 156,518 180,718 △ 24,200

　　　受取利息 156,518 180,718 △ 24,200

３．求償債権回収金収入(d) 0 0 0

　　　求償債権回収金受入 0 0 0

４．一般勘定準備金受入収入(e) 0 0 0

　　　一般勘定準備金受入収入 0 0 0

５．委託者保護資金取崩収入(f) 500,000 500,000 0

　　　委託者保護資金取崩収入 500,000 500,000 0

　当期収入合計 （A） 656,518 680,718 △ 24,200 　 　

Ⅱ 支出の部

１．一般委託者弁済金支払(f') 500,000 500,000 0

　　　一般委託者弁済金支払 500,000 500,000 0

２．弁済実施費(c')(d') 10,000 10,000 0

　　　弁済実施費 10,000 10,000 0

３．一般勘定繰入支出(c')(d') 146,518 170,718 △ 24,200

　　　一般勘定繰入支出 146,518 170,718 △ 24,200

４．委託者保護資金繰入支出(a')(e') 0 0 0

　　　委託者保護資金繰入支出 0 0 0

　当期支出合計 (B) 656,518 680,718 △ 24,200 　 　

　当期収支差額 (A)-(B) 0 0 0 　 　

Ⅲ 正味財産の部

  １．前期繰越正味財産額 9,853,459 9,853,459 0 　

        委託者保護資金 9,853,459 9,853,459 0 　

  ２．当期正味財産減少額 △ 500,000 △ 500,000 0 　

        当期委託者保護資金減少額 △ 500,000 △ 500,000 0

  ３．次期繰越正味財産額 9,353,459 9,353,459 0 　

        委託者保護資金 9,353,459 9,353,459 0
　 　 　 　 　 　

備　　　　考

平 成 29年 度 　　収　入　支　出　予　算

（自平成29年4月1日　　至平成30年3月31日）
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（委託者保護資金勘定　Ⅰ　収入の部　明細）

科　　目 29年度予算額 28年度予算額 積 算 基 礎

千円 千円

１．負担金収入(a) 0 0

　　　新規会員負担金受入 0 0 新規会員負担金

　 　 資金積戻計画に基づき、基金の新規会員となったもの

　 　 から徴収する負担金

※平成２９年度は、資金積戻計画を定めず徴収は

　 　 行わない

　　　一般負担金受入 0 0 一般負担金

　　 　 　 資金積戻計画に基づき、既存の会員から徴収する負担金

※平成２９年度は、資金積戻計画を定めず徴収は

　 　 行わない

２．受取利息(c） 156,518 180,718

　　　受取利息 156,518 180,718 委託者保護資金から生ずる利息

　 　

３．求償債権回収金収入(d) 0 0

　　　求償債権回収金受入 0 0 求償権の行使による回収金収入

４．一般勘定準備金受入収入(e) 0 0

　　　一般勘定準備金受入収入 0 0 一般勘定準備金の受入

５．委託者保護資金取崩収入(f) 500,000 500,000

　　　委託者保護資金取崩収入 500,000 500,000 一般委託者支払の際に取崩す委託者保護資金の額

当期収入合計 （A） 656,518 680,718
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（委託者保護資金勘定　Ⅱ　支出の部　明細）

科　　目 29年度予算額 28年度予算額 積 算 基 礎

千円 千円

１．一般委託者弁済金支払(f') 500,000 500,000

　　　一般委託者弁済金支払 500,000 500,000 一般委託者支払に係る弁済金

　 　 　　

２．弁済実施費(c')(d') 10,000 10,000

　　　弁済実施費 10,000 10,000 一般委託者支払業務に係る訴訟関係費用等

　 　 　　

３．一般勘定繰入支出(c')(d') 146,518 170,718

　　　一般勘定繰入支出 146,518 170,718 委託者保護資金から生ずる利息及び求償債権回収金

　 　 から弁済実施費を控除した残額の一般勘定への繰入

４．委託者保護資金繰入支出(a')(e') 0 0

　　　委託者保護資金繰入支出 0 0 負担金及び一般勘定準備金の委託者保護資金への繰入

　 　

　 　

　 　

当期支出合計 （B） 656,518 680,718

当期収支差額 （A）-（B） 0 0
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２．保全対象財産勘定 （単位：千円）

科　　目 29年度予算額 前年度予算額 増　減 備　考

Ⅰ　収入の部 　

１．受取利息(a) 134 330 △ 196

　　　受取利息 134 330 △ 196

２．分離保管財産受入収入(b） 400,000 400,000 0

　　　指定信託金受入収入 100,000 100,000 0

　　　銀行等保証金受入収入 100,000 100,000 0

　　　基金分離預託財産受入収入 200,000 200,000 0

３．分離保管弁済財源取崩収入(c) 400,000 400,000 0

　　　分離保管弁済財源取崩収入 400,000 400,000 0

  当期収入合計 （A） 800,134 800,330 △ 196  

Ⅱ 支出の部  

１．一般勘定繰入支出(a'） 134 330 △ 196

        一般勘定繰入支出 134 330 △ 196

２．分離保管弁済財源繰入支出(b'） 400,000 400,000 0  

        分離保管弁済財源繰入支出 400,000 400,000 0  

３．分離保管弁済支払(c') 400,000 400,000 0  

        分離保管弁済支払 400,000 400,000 0  

 当期支出合計 (B) 800,134 800,330 △ 196  

 当期収支差額 (A)-(B) 0 0 0  

（参考）平成30年3月31日現在 における予定貸借対照表 （単位：千円）

資産の部 　 　負債の部 　

　（流動資産の部） 　 　　（流動負債の部） 　

　基金分離預託財産 2,310,730 　　　基金分離預託金 2,310,730

　　　普通預金 1,810,730 　　　　　現金 2,310,730

　　　定期預金 500,000

　　　保管有価証券 0 　　　　　有価証券 0

　弁済準備金 0

　　　普通預金 0

　　　所有有価証券 0 　

　 　

　(固定資産の部） 　　（固定負債の部）

　正味財産の部

　　　弁済準備金見返勘定 0

合　　　計 2,310,730 2,310,730合　　計
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（保全対象財産勘定　Ⅰ　収入の部　明細）

科　　目 29年度予算額 28年度予算額 積 算 基 礎

千円 千円

１．受取利息(a) 134 330

　　　受取利息 134 330 基金分離預託財産から生ずる利息

２．分離保管財産受入収入(b） 400,000 400,000

　　　指定信託金受入収入 100,000 100,000 弁済事故が発生した会員の指定信託財産の受入

　　　銀行等保証金受入収入 100,000 100,000 弁済事故が発生した会員の銀行等保証金の受入

　　　基金分離預託財産受入収入 200,000 200,000 弁済準備金へ組み入れるための、基金分離

　 　 預託財産の取崩し

３．分離保管弁済財源取崩収入(c) 400,000 400,000

　　　分離保管弁済財源取崩収入 400,000 400,000 分離保管弁済支払を行うための、分離保管弁済

財源の取崩し

当期収入合計 （A） 800,134 800,330
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（保全対象財産勘定　Ⅱ　支出の部　明細）

科　　目 29年度予算額 28年度予算額 積　算　基　礎

千円 千円

１．一般勘定繰入支出(a'） 134 330

        一般勘定繰入支出 134 330 基金分離預託財産から生ずる利息の一般

勘定への繰入

　 　

２．分離保管弁済財源繰入支出(b'） 400,000 400,000

        分離保管弁済財源繰入支出 400,000 400,000

３．分離保管弁済支払(c') 400,000 400,000

        分離保管弁済支払 400,000 400,000 弁済事故が発生した会員の「基金分離預託財産」、

　 　 「指定信託金」及び「銀行等保証金」を弁済財源

とした弁済金の支払い

当期支出合計 （B） 800,134 800,330

当期収支差額 （A）－（B） 0 0
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３．委託者債務代位弁済勘定 （単位：千円）

科　　　　　　　目 29年度予算額 前年度予算額 増   減

Ⅰ　収入の部

１．基金代位弁済拠出金収入(a) 0 0 0 　 　

　　　基金代位弁済拠出金受入 0 0 0 　 　

２．受取利息(b） 39,724 50,634 △ 10,910

　　　受取利息 39,724 50,634 △ 10,910 　 　

３．代位弁済積立金取崩収入(c) 400,000 400,000 0 　 　

　　　代位弁済積立金取崩収入 400,000 400,000 0 　 　

４．求償債権回収金収入(d) 100,000 100,000 0

　　　求償債権回収金収入 100,000 100,000 0

　当期収入合計 （A） 539,724 550,634 △ 10,910 　 　

Ⅱ 支出の部

１．基金代位弁済支払(c') 400,000 400,000 0

　　　基金代位弁済支払 400,000 400,000 0

２．一般勘定繰入支出(b') 39,724 50,634 △ 10,910

　　　一般勘定繰入支出 39,724 50,634 △ 10,910

３．代位弁済積立金繰入支出(a')(d') 100,000 100,000 0

　　　代位弁済積立金繰入支出 100,000 100,000 0

　当期支出合計 (B) 539,724 550,634 △ 10,910 　 　

　当期収支差額 (A)-(B) 0 0 0 　 　

Ⅲ 正味財産の部

  １．前期繰越正味財産額 4,000,000 4,000,000 0 　

         代位弁済積立金 4,000,000 4,000,000 0 　

  ２．当期正味財産減少額 △ 300,000 △ 300,000 0 　

　　　　 当期代位弁済積立金減少額 △ 300,000 △ 300,000 0 　

  ３．次期繰越正味財産額 3,700,000 3,700,000 0 　

         代位弁済積立金 3,700,000 3,700,000 0

　 　 　 　 　 　

備　　　　考
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（委託者債務代位弁済勘定　Ⅰ　収入の部　明細）

科　　目 29年度予算額 28年度予算額 積 算 基 礎

千円 千円

１．基金代位弁済拠出金収入(a) 0 0

　　　基金代位弁済拠出金受入 0 0 基金代位弁済拠出金

　 　 新たに代位弁済会員となる権利を取得する会員から

　 　 徴収する拠出金

　 　

　 　

２．受取利息(b） 39,724 50,634

　　　受取利息 39,724 50,634 代位弁済積立金及び担保金から生ずる利息

３．代位弁済積立金取崩収入(c) 400,000 400,000

　　　代位弁済積立金取崩収入 400,000 400,000 基金代位弁済支払の際に取り崩す代位弁済

積立金の額

　 　

４．求償債権回収金収入(d) 100,000 100,000

　　　求償債権回収金収入 100,000 100,000 代位弁済担保として預託されていた財産等の回収

当期収入合計 （A） 539,724 550,634
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（委託者債務代位弁済勘定　Ⅱ　支出の部　明細）

科　　目 29年度予算額 28年度予算額 積 算 基 礎

千円 千円

１．基金代位弁済支払(c') 400,000 400,000

　　　基金代位弁済支払 400,000 400,000 基金代位弁済委託契約に基づく弁済金の支払い

　 　 　　

２．一般勘定繰入支出(b') 39,724 50,634

　　　一般勘定繰入支出 39,724 50,634 代位弁済積立金及び担保金から生ずる利息の

　 　 一般勘定への繰入

３．代位弁済積立金繰入支出(a')(d') 100,000 100,000

　　　代位弁済積立金繰入支出 100,000 100,000 基金代位弁済拠出金及び担保金回収金等の

　 　 代位弁済積立金へ繰入

当期支出合計 （B） 539,724 550,634

当期収支差額 （A）-（B） 0 0
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４．一般勘定 （単位：千円）
科　　　　　　　目 29年度予算額 前年度予算額 差異 備　　　　考

Ⅰ　収入の部

１．会費・受取手数料収入 177,650 175,829 1,821 　

　　　定額会費 5,800 6,000 △ 200

　　　定率会費 159,600 156,750 2,850 　

　　　代位弁済受取手数料 12,250 13,079 △ 829 　

２．入会金 8,400 8,400 0 　

３．雑収入 9,349 11,007 △ 1,658 　

４．他勘定等受入収入 254,376 294,682 △ 40,306

　当期収入合計 （A） 449,775 489,918 △ 40,143 　

Ⅱ 支出の部

１．事　業　費 240,590 275,904 △ 35,314 　

　　　会費等管理費 16,510 18,010 △ 1,500 会費・負担金・手数料の徴収及び管理に係る費用

　　　保護資金弁済事務費 32,333 39,000 △ 6,667 保護資金業務に係る事務諸費及び運営審議会の運営費

　　　分離保管弁済事務費 39,115 42,597 △ 3,482 分離保管業務に係る事務諸費

　　　制度調査検討費 11,841 13,115 △ 1,274 制度の調査研究費用及び制度検討委員会の運営費

　　　会員監査費 49,101 50,747 △ 1,646 会員の監査に係る費用及び規律委員会の運営費

　　　分離保管状況調査費 17,942 20,425 △ 2,483 提出書類に基づく分離保管の状況調査に係る費用

　　　財務分析費 30,300 30,480 △ 180 会員財務分析のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ処理に係る費用

　　　基金分離預託管理費 25,855 38,765 △ 12,910 基金分離預託・ｸﾘｱﾘﾝｸﾞﾊｳｽ事業に係る費用

　　　基金代位弁済事務費 10,301 10,362 △ 61 基金代位弁済業務事務諸費及び審査会の運営費

　　　制度広報費 3,854 8,493 △ 4,639 委託者保護制度等の広報に係る費用

　　　制度資料収集費 2,355 2,827 △ 472 内外の資料収集に係る費用

　　　経営情報提供費 1,083 1,083 0 経営情報等の提供費

２．管　　理　　費 174,216 180,109 △ 5,893 　

　　　給与費 66,847 70,347 △ 3,500 役職員報酬給与

　　　福利厚生費 44,719 45,711 △ 992 社会保険事業主負担等

　　　旅費交通費 7,107 8,340 △ 1,233 事務連絡旅費等

　　　通信費 1,874 1,623 251 電話料・郵送料

　　　会議費 2,522 2,826 △ 304 諸会議開催費

　　　印刷費 660 601 59 諸会議資料等印刷費

　　　消耗品費 957 1,302 △ 345 事務用消耗品及び什器備品費

　　　借料及損料 34,996 34,996 0 事務所借損料等

　　　顧問料 6,283 6,283 0 外部監査費用・法律顧問料等

　　　支払手数料 2,000 1,829 171 振込手数料等

　　　諸費 6,251 6,251 0

３．特定預金支出 29,969 28,905 1,064 　

　　　退職給付引当預金支出 6,723 5,534 1,189 職員退職給与

　　　役員等退職慰労引当預金支出 23,246 23,371 △ 125 役員等退職給与等

４．予備費 5,000 5,000 0 　

　　　予備費 5,000 5,000 0 　

　当期支出合計  (B) 449,775 489,918 △ 40,143 　

　当期収支差額 (A)-(B) 0 0 0 　
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（一般勘定　Ⅰ　収入の部　明細）

科　　目 29年度予算額 28年度予算額 積 算 基 礎

千円 千円

１．会費・受取手数料収入 177,650 175,829

　　　定額会費 5,800 6,000 定額会費（20万円）

200千円　×　29社　＝　5,800千円

　 　

　　　定率会費 159,600 156,750 定率会費（単価：2.85円）

2.85円　×　56,000,000枚　＝　159,600千円

　 　

　　　代位弁済受取手数料 12,250 13,079 受取手数料（代位弁済限度額の０．２％）

　 　 6,125,000千円×0.2%＝12,250千円

２．入会金 8,400 8,400 入会金（420万円）

　　　入会金 8,400 8,400 4,200千円　×　2社　=　8,400千円

　 　 　

３．雑収入 9,349 11,007

　　　雑収入 9,349 11,007 一般勘定預金利子等

４．他勘定等受入収入 254,376 294,682

　　　委託者保護資金勘定受入収入 146,518 170,718

　　　保全対象財産勘定受入収入 134 330

　　　委託者債務代位弁済勘定受入収入 39,724 50,634

　　　システム整備更新等積立資産取崩収入 8,000 30,000

　　　その他収入 60,000 43,000 資産取崩収入等

　 　 　

　

当期収入合計 （A） 449,775 489,918



（一般勘定　Ⅱ　支出の部　明細）
科　　目 29年度予算額 28年度予算額 積 算 基 礎

千円 千円

１．事　業　費 240,590 275,904

　　　会費等管理費 16,510 18,010 （会費、負担金等の管理に必要な経費）

会費・負担金の徴収及び管理に係る事務諸費(担当者給与等含む。）、

システム開発・保守費・機器購入費等

　　　保護資金弁済事務費 32,333 39,000 （保護資金弁済業務に係る事務諸費）

運営審議会関連費用、保護資金弁済業務に係る事務諸費(担当者

給与等含む。）、システム開発・保守費・機器購入費等

　　　分離保管弁済事務費 39,115 42,597 （分離保管弁済業務に係る事務諸費）

　 分離保管弁済業務に係る事務諸費（担当者給与等含む。）、分離保

管業務に係る訴訟費用、システム開発・保守費・機器購入費等

　

　　　制度調査検討費 11,841 13,115 （制度の調査研究のために必要な経費）

制度検討委員会関連費用、国内・国外制度調査に係る諸費（担当

者給与等含む。)、システム開発・保守費・機器購入費等、その他の制

　 度調査研究に係る諸費

　　　会員監査費 49,101 50,747 （会員の監査のために必要な経費）

規律委員会関連費用、会員監査に係る事務諸費（担当者給与等含

む。）、システム開発・保守費・機器購入費等

　

　　　分離保管状況調査費 17,942 20,425 （分離保管の状況調査のために必要な経費）

分離保管の状況調査に係る事務諸費、システム開発・保守費・機器

購入等

　　　財務分析費 30,300 30,480 （会員財務分析のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ処理等のために必要な経費）

財務分析に係る事務諸費(担当者給与等含む。）、システム開発・保

守費・機器購入費等

　

　　　基金分離預託管理費 25,855 38,765 （基金分離預託事業のために必要な経費）

基金預託に係る事務諸費（担当者給与等含む。）、システム開発・

　 保守費・機器購入費等

　

　　　基金代位弁済事務費 10,301 10,362 （基金代位弁済業務に係る事務諸費）

基金代位弁済審査会関連費用、基金代位弁済の審査・管理に係

る事務諸費（担当者給与等含む。）、システム開発・保守費・機器

購入費等

　　　制度広報費 3,854 8,493 （債権保全の目的及び意義等について広報を行うために必要な経費)

広報関係に係る事務諸費、新聞・雑誌広報掲載費、

　 商取業界交歓会設営費、その他広報に係る費用

　　　制度資料収集費 2,355 2,827 関係図書及び新聞・業界紙等の購入、その他の費用

　　　経営情報提供費 1,083 1,083 （業界内外に対する情報提供のために必要な経費）

　 インターネット関連費用等
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科　　目 29年度予算額 28年度予算額 積 算 基 礎

２．管　　理　　費 174,216 180,109 （基金の事務一般に必要な経費）

　　 　 　 　

　　　給与費 66,847 70,347 常勤役員・職員　給与手当等

　　　福利厚生費 44,719 45,711 社会保険等、退職金共済等、その他福利厚生に係る費用

　 　

　　　旅費交通費 7,107 8,340 諸会議旅費等　

　　　通信費 1,874 1,623 電話料、通信費、郵送料等

　　　会議費 2,522 2,826 総会・理事会等の会議に係る事務諸費

　 　

　　　印刷費 660 601 資料・議事録等の作成費、その他印刷関係費用等

　 　

　　　消耗品費 957 1,302 事務用消耗品等

  

　　　借料及損料 34,996 34,996 事務所借室室料、清掃費、複写機、自動車、電算関係機器、

　 　 ソフト著作権等借料等

　 　 　

　　　顧問料 6,283 6,283 法律顧問料、外部監査費用、顧問税理士報酬等

　　　支払手数料 2,000 1,829 振込手数料等

　　　諸費 6,251 6,251 関係先慶弔、記念品、謝礼品、交際費、雑費等

　 　 　

３．特定預金支出 29,969 28,905 　

　　　退職給付引当預金支出 6,723 5,534 当年度分繰入額

　　　役員等退職慰労引当預金支出 23,246 23,371 当年度分繰入額

４．予備費 5,000 5,000 　

　　　予備費 5,000 5,000 　

　 　 　 　

　 　 　 　

当期支出合計 （B） 449,775 489,918

当期収支差額 （A）-（B） 0 -40,143
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日本商品委託者保護基金

（単位：千円）

委託者保護 保全対象 委託者債務

資金勘定 財産勘定 代位弁済勘定

Ⅰ　収入の部

１．負担金収入または拠出金収入 0 0 - 0 -

２．受取利息 196,376 156,518 134 39,724 -

３．会費・受取手数料収入 177,650 - - - 177,650

４．入会金 8,400 - - - 8,400

５．雑収入 9,349 - - - 9,349

６．他勘定等受入収入 254,376 - - - 254,376

７．求償債権回収金収入 100,000 0 - 100,000 -

８．一般勘定準備金受入収入 0 0 - - -

９．委託者保護資金取崩収入 500,000 500,000 - - -

10．分離保管財産受入収入 400,000 - 400,000 - -

11．分離保管弁済財源取崩収入 400,000 - 400,000 - -

12．代位弁済積立金取崩収入 400,000 - - 400,000 -

　当期収入合計 (A) 2,446,151 656,518 800,134 539,724 449,775

Ⅱ 支出の部

１．一般委託者弁済金支払 500,000 500,000 - - -

２．分離保管弁済支払 400,000 - 400,000 - -

３．基金代位弁済支払 400,000 - - 400,000 -

４．弁済実施費 10,000 10,000 - - -

５．一般勘定繰入支出 186,376 146,518 134 39,724 -

６．委託者保護資金繰入支出 0 0 - - -

７．分離保管弁済財源繰入支出 400,000 - 400,000 - -

８．代位弁済積立金繰入支出 100,000 - - 100,000 -

９．事業費 240,590 - - - 240,590

10．管理費 174,216 - - - 174,216

11．特定預金支出 29,969 - - - 29,969

12．予備費 5,000 - - - 5,000

　当期支出合計 (B) 2,446,151 656,518 800,134 539,724 449,775

　当期収支差額 (A)-(B) 0 0 0 0 0

平 成 29年 度 　　　資　金　計　画

（自平成29年4月1日　　至平成30年3月31日）

科　　目 合　　計 一般勘定
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